
事業番号48　放課後の子どもの居場所拡充事業
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⑵

市民 事業者

職員 その他

担当課 子ども未来課

予算区分（款-項-目-中事業） 3-2-1-11 放課後の子どもの居場所拡充事業

（大事業名） 放課後児童クラブ事業 決算書ページ 114 115 一般

基本目標 子どもが元気に育つまち

政策 子どもの健やかな成長を支える環境の整備

施策 安心して子どもが過ごせる場の整備 市民・民間事業者との連携協働の可能性 両者と協働可

開始年度 平成10年度

終了予定年度 年度 　未定

根拠法令等 児童福祉法

関連計画 第2期　長久手市子ども・子育て支援事業計画

アウトプット（詳細はⅡへ） アウトカム（詳細はⅢへ）

①事業概要 ②活動指標 ③中間成果 ④最終成果

【対象】

　対象の数： 1,073

【事業内容】

（成果指標名）

令和６年度長久手市行政評価票（Ａ票：事業評価票） 対象年度 令和５年度

事業番号 48 事業名
放課後の子どもの居場所拡充事業

総
合
計
画

事業開始の
背景

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している子どもたちに対
し、授業の終了後に児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を提供して、そ
の健全な育成を図る。

そ
の
他

（どんな取組を行うのか） （取組の進捗をはかるもの。
　また、それがどうなるのか）

（①【対象】がどのような
状態に変わるのか）

（大事業の将来像）

加入希望者の受入れ割合が９割
５分を超えること

就労等による留守家庭における
子どもたちの安心・安全な居場
所を確保するため、放課後児童
クラブ及び学童保育所の受入れ
を拡充する。

加入希望者の受入れ割合

Ⅰ

　
基
本
情
報

事
業
の
概
要
・
目
的

【アクションプラン指標】
　受入れ定員の拡充数【単年】

【その他の指標】

大
事
業
共
通

放課後の児童の居場所事業に対
して、市民に事業を理解してい
ただき、子育て支援施策に対す
る満足度が高い状態を実現す
る。



事業番号48　放課後の子どもの居場所拡充事業

【アクションプラン事業】 基準値 729 見込 1,000 - - - -

目標値 900 実績 1,073 - - - -

【アクションプラン事業】 基準値 - 見込 - 1,650 1,700 1,700 1,700

目標値 - 実績 - - - - -

基準値 見込

目標値 実績

基準値 見込

目標値 実績

事業開始からの経緯

　R5(2023)年度の取組、改善したこと。目標が達成できなかった場合はその理由

活動指標名 単位
基準値（2018年）
目標値（2023年）

※AP指標のみ
区分

R5(2023)
年度

R6(2024)
年度

R7(2025)
年度

R8(2026)
年度

R9(2027)
年度

1 人
受入れ定員の拡充数【単年】

2 人
児童の全入会者数

3

4

毎年度、待機児童対策のために、受入れ児童数を増やす対策を行ってきたが、常に需要が供給を上回る状況となっている。
常に利用者のニーズ、現状の分析を行い、新たな施策検討、改善が必要な状況となっている。

低学年を優先した参加児童の選定を行い、待機児童が生じている北小、市が洞小学校区では、高学年の児童館下校を実施した。
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活
動
状
況
（
ア
ウ
ト
プ
ッ
ト
の
詳
細
）

活
動
指
標

エ
ピ
ソ
ー
ド



事業番号48　放課後の子どもの居場所拡充事業

年度 R4 年度 R5 年度 R6 年度 R7 年度

成果指標名（中間成果をはかるもの） 単位 成果指標の推移と目標

【現状】

94.2 92.4 95.0 95.0

成果達成状況 指標目標値の根拠

Ａ.想定より良い　Ｂ.想定どおり　Ｃ.どちらともいえない

Ｄ.想定を下回っている

評価の理由、分析

今後の方向性（３年～５年先） 今後の方向性の理由

Ａ.現状維持　Ｂ.拡充　

Ｃ.縮小　　　Ｄ.廃止

改善ポイント　※今後の方向性がＡの場合は記入不要

（成果指標を踏まえ、総合計画基本目標達成のため、必要性、有効性、効率性、公平性、歳入確保の観点等から見直しの余地のある取組を記入）

見直し

可能年度

加入希望者の受入れ割合 ％

Ｂ

（児童クラブ、学童保育所においての）
　参加児童数／申込者数

受入数の拡充は図っているが、希望者の増加により受入れ割合が令和４年度よりは下回っ
ている。

Ｂ
令和６年度から民間活力を活用した新・放課後子ども総合プランに基づく、放課後児童クラブと放課後子ども教室の一体型
運営(ながくてひろば)を実施しているが、現在の３校区の実施を全校区で実現できるように検討している。

見直しの余地のある取組名
見直しの
方向性

理由及び具体的な見直しの内容

1
民間委託による放課後児童クラ
ブと放課後子ども教室の一体型
運営

　拡充
　改善
　縮小
　廃止

国が進める「新・放課後子ども総合プラン」に基づき、民間委託により一体型運営を令和
６年度より実施するが、あらゆるニーズに応えるために複雑化し、保護者に混乱を招いて
いる。利用状況を分析してメニューの整理と単純化を図る。

R7年度

2

　拡充
　改善
　縮小
　廃止

3

　拡充
　改善
　縮小
　廃止
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事業番号48　放課後の子どもの居場所拡充事業

R7年度の費用（R6年度比） （単位：千円） R6(2024)年度 R5(2023)年度 R4(2022)年度

Ａ.現状維持　Ｂ.拡充 予算 予算 決算 予算 決算

Ｃ.縮小　　　Ｄ.廃止 330,083 201,319 190,688 188,051 202,447

理由 合計額 330,083 201,319 190,688 188,051 202,447

（内　国費） 97,794 72,972 50,792 63,375 52,477

（内　県費） 108,315 71,587 50,792 63,375 52,477

（内　諸収入） 0 37,604 37,504 37,412 35,460

（内　その他） 55,330 0 0

一般財源 68,644 19,156 51,600 23,889 62,033

積算額 R6年度予算の内訳　＜細々節名、　予算額、（R5年度予算額）＞

Ｂ 事業費

特
定
財
源

放課後児童クラブと放課後子ども教室の
一体型運営(ながくてひろば)の拡充、職
員の処遇改善が必要となるため。

Ⅳ

　
費
用

令
和
７
年
度
予
算
の
方
向
性
（
P
L
A
N
）

３
年
間
の
推
移

会計年度任用職員報酬 1,664千円（56,214千円）会計年度任用職員期末手当 340千円（10,247千円）
会計年度任用職員勤勉手当 285千円（0千円）普通旅費 4千円（4千円）
特別旅費 40千円（40千円）会計年度任用職員通勤費 24千円（1,326千円）
消耗品費 638千円（1,126千円）印刷製本費 107千円（107千円）
修繕料 775千円（775千円）通信運搬費 500千円（230千円）
火災保険料 24千円（24千円）損害保険料 2,660千円（2,508千円）
コンビニ収納業務取扱手数料 140千円（102千円）口座振替手数料 268千円（76千円）
クリーニング手数料 426千円（48千円）児童クラブ事業委託 100,473千円（100,473千円）
児童クラブ室清掃委託 620千円（573千円）警備委託 528千円（528千円）
廃棄物処理委託 66千円（12千円）医療ケア児対応委託 960千円（960千円）
植栽維持管理委託 676千円（638千円）放課後子ども総合プラン入力支援業務委託 932千円（0千円）
児童クラブ等民間委託 190,000千円（0千円）駐車場使用料 5千円（22千円）
ＡＥＤ賃借料 427千円（145千円）コピー機使用料 123千円（123千円）
学童保育所運営用建物賃借料 12,420千円（12,420千円）モップ等使用料 121千円（121千円）
駐車場借地料 931千円（931千円）移送料 23千円（23千円）
緊急情報メールシステム使用料 132千円（132千円）放課後児童健全育成施設改修工事 286千円（0千
円）
児童クラブ用備品 262千円（262千円）放課後児童支援員処遇改善事業補助金 13,203千円（5,151千
円）


